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鹿屋体育大学の財務及び会計に関する職務権限委任要項 

 

平成１７年３月１５日 

事 務 局 長 裁 定 

                                                      改正  平成１９年 ３月１３日 

                              平成１９年１２月 ５日 

                              平成２０年 ９月２９日 

平成２４年 ６月 ４日 

平成２５年 ９月１８日 

平成２８年 ３月２８日 

平成３０年 ４月１６日 

令 和 ３ 年 ５ 月 １ ４ 日 

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日 

 

 （目的） 

第１条 この要項は、国立大学法人鹿屋体育大学（以下「本学」という。）の財務及び会計に関する

職務及び権限を定め、事務処理の組織的かつ能率的な運営を図ることを目的とするものである。 
 

 （用語の定義） 

第２条 この要項における用語の定義は、次のとおりとする。 

 (1) 職務とは、本学の財務及び会計の事務処理として行うべき業務のうち、委任された者の責務を

全うするために遂行すべきものとして与えられた具体的な業務をいう。 

 (2) 権限とは、職務の遂行に当たって、その行為の効力を最終的に発生させ、その実施を指令する

機能及び限界をいう。 

 (3) 職位とは、職員に与えられた職務上の地位及びその地位にある者をいう。 
 

 （職務の範囲及び権限） 

第３条 この要項により委任された者には、明確な事務の範囲と、その遂行に必要な権限が与えられ

なければならない。 
 

 （権限の形態） 

第４条 権限の形態を明確にするため、主な権限について次のとおり定義する。 

 (1) 命令とは、指令系統に基づいて部下に業務の遂行を命ずることをいう。 

 (2) 決定とは、自己の裁量により自らの責任において方針の決定又は立案、執行を許可することを

いう。 

 (3) 承認とは、一定の職務の遂行又は一定の行為が、上級職位又は特定の職位の同意を条件として

求められている場合で、上級職位又は特定の職位が与える同意行為をいう。 
 

 （職務権限の委任） 

第５条 国立大学法人鹿屋体育大学長（以下「学長」という。）は、本学の財務及び会計に関する職

務権限の一部を、別表１のとおり経理担当役及び予算責任者に委任するものとする。 

２ 学長は、牽制体制に留意し、かつ重要度に応じ、経理担当役の職務権限の一部を、さらに別表２

のとおり委任するものとする。 
 

 （職務権限の代行） 
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第６条 出張、病欠その他事故により、権限を行使すべきものが、その権限を行使することができな

い場合には、直属上級職位が自ら代行し、若しくは、あらかじめ、その都度上級職位が指名して代

行させることができる。 

２ 学長は、前項の規定にかかわらず、権限を行使すべきものが、現職のまま長期間にわたって不在

となる場合には、別に専任の取扱者を任命して代行させるものとする。 
 

 （報告の義務） 

第７条 この要項により委任を受けた者は、自己の職務を遂行したとき、又は権限を行使したときは、

その結果について、必要な事項を適時直属上級職位に報告しなければならない。 
 

 （解釈等） 

第８条 この要項の解釈及び運用について疑義が生じたときは、事務局長が定める。 

 

 

   附 則 

 この要項は、平成１７年３月１５日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 

     附 則（平１９．３．１３） 

  この要項は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１９．１２．５） 

 この要項は、平成１９年１２月５日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平２０．９．２９） 

 この要項は、平成２０年９月２９日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平２４．６．４） 

 この要項は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

   附 則（平２５．９．１８） 

 この要項は、平成２５年９月１８日から施行し、平成２５年８月１日から適用する。 

 

   附 則（平２８．３．２８） 

 この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平３０．４．１６） 

 この要項は、平成３０年４月１６日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

   附 則（令３．５．１４） 

 この要項は、令和３年５月１４日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則（令４．２．２） 

 この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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別表１ 

 

１．経理担当役 

経理担当役として 

委 任 さ れ る 者 
職    務    の    範    囲

 

 

 事 務 局 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 予算責任者から提出された要求案について、検討及び整理し、これら

を統合し、本学の予算案を編成すること。 

 (2) 本学の収支計画案及び資金計画案の作成に関すること。 

 (3) 契約その他収入及び支出の原因となる行為に関する事務。 

 (4) 収入金の徴収に関する事務。 

   ①収入の調査及び決定に関する事務 

   ②収入金の請求等に関する事務 

   ③債権の管理に関する事務 

 (5) 収入金等の出納保管に関する事務。 

     （有価証券及び預り金の出納保管を含む。） 

 (6) 支払に関する事務。 

 (7) 余裕金の管理運用に関する事務。 

   （運用方針に関することは除く。）  

 (8) 決算書の作成その他財務に関する事務。 

 (9) 上記事務に付随する帳簿等の記帳に関すること。 

 

 

 

２．予算責任者 

部  局  等
 予算責任者として 

委 任 さ れ る 者         
職  務  の  範  囲 

 

 予算決算及び出納事務 

 取扱細則第９条に規定 

 する予算単位 

 

 

 予算単位ごとの 

 予算責任者 

 

 

 (1) 予算単位内の要求案の作成。 

 (2) 配分された予算の執行決定に関すること。 

 

 



別表２

（注）最終決裁権者は◎、中間決裁権者○、合議者は●、起案者は△、実施者又は作成者は▲で示す。
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中期計画の作成・変更 ◎ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● △ ●

実行予算の作成・変更・流用

予算編成 ◎ ○ ○ ○ ○ △

予算補正（予算追加・変更） ◎ ○ ○ ○ ○ △

予算流用（予算科目間での使用） ◎ ○ ○ ○ ○ △

予算流用（予算科目内での使用） ◎ ○ △

予算科目更正 ◎ ○ ● △ △ ○ △

契約業務

（１）経営戦略課所掌に係るもの

①入札伺，見積伺

500万円超 ◎ ○ ○ ○ △

250万円超500万円以下 ◎ ○ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ ○ △

100万円以下 ◎ △

②予定価格調書案（予定価格案）

500万円超 ◎ ○ ○ ○ △

250万円超500万円以下 ◎ ○ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ ○ △

100万円以下 ◎ △

④業者の選定

250万円超 ◎ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ △

100万円以下 ◎ △

⑤入札の執行 ▲

⑥契約締結伺

500万円超 ◎ ○ ○ ○ △

250万円超500万円以下 ◎ ○ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ ○ △

100万円以下 ◎ △

⑦監督職員 ▲ ▲

⑧検査職員

300万円超 ▲

（２）施設課所掌に係るもの

①入札伺，見積伺

・工事の場合（250万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・工事の場合（250万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

・役務の場合（200万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・役務の場合（200万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

②予定価格調書案（予定価格案）

・工事の場合（250万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・工事の場合（250万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

・役務の場合（200万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・役務の場合（200万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

④業者の選定

・工事の場合（250万円超） ◎ ○ △ △ △

・工事の場合（250万円以下） ◎ ◎ ◎ △

・役務の場合（200万円超） ◎ ○ △ △ △

・役務の場合（200万円以下） ◎ ◎ ◎ △

⑤入札の執行 ▲

⑥契約締結伺

・工事の場合（250万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・工事の場合（250万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

・役務の場合（200万円超） ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

・役務の場合（200万円以下） ○ ○ ○ ◎ ○ ○ △

⑦監督職員 ▲ ▲ ▲ ▲

⑧検査職員 ▲

△
③予定価格算出内訳書
（市場価格調査等含む）
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（注）最終決裁権者は◎、中間決裁権者○、合議者は●、起案者は△、実施者又は作成者は▲で示す。
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①入札伺，見積伺

500万円超 ◎ ○ ○ △ ○ ○ ○

250万円超500万円以下 ◎ ○ △ ○ ○ ○

100万円超250万円以下 ◎ △ ○ ○

100万円以下 ◎ △

②予定価格調書案（予定価格案）

500万円超 ◎ ○ ○ △ ○ ○ ○

250万円超500万円以下 ◎ ○ △ ○ ○ ○

100万円超250万円以下 ◎ △ ○ ○

100万円以下 ◎ △

④業者の選定

250万円超 ◎ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ △

100万円以下 ◎ △

⑤入札の執行 ▲

⑥契約締結伺

500万円超 ◎ ○ ○ △ ○ ○ ○

250万円超500万円以下 ◎ ○ △ ○ ○ ○

100万円超250万円以下 ◎ △ ○ ○

100万円以下 ◎ △

⑦監督職員 ▲ ▲

⑧検査職員

300万円超 ▲

（４）支出業務

250万円超 ◎ ○ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ ○ △

100万円以下 ◎ △

◎ ○ △

支出決議書（施設課所掌分）

250万円超 ○ ○ ○ ◎ ○ △ △ △

100万円超250万円以下 ○ ○ ◎ △ △ △

100万円以下 ◎ ◎ ◎ △

250万円超 ◎ ○ ○ △

100万円超250万円以下 ◎ ○ △

100万円以下 ◎ △

◎ ○ ○ △ △

未払伝票（施設課所掌分） ◎ ○ ○ ○ ○ △ △ △

◎ ○ ○ △

経理業務

振替伝票の確認（未払計上） ◎ ○ ○ ○ ○ △ ● ● △

振替伝票の確認（未払消込） ◎ ○ ○ △

勘定明細書の作成 ● ◎ ○ △ ● ● ●

伝票・帳票類の整理保存 ▲ ▲ ▲ ▲

決算業務

月次決算書の作成 ◎ ○ △ ● ●

決算整理の仕訳 ● ◎ ○ △ ● ● ●

財務諸表類の作成 ◎ ○ ○ ● ○ ○ △ ● ● ●

事業報告書の作成 ◎ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ●

予算決算書の作成 ◎ ○ ○ ● ○ ○ △ ● ● ●

出納業務

支出決議 ◎ ○ ○ △

現金出納業務 ◎ △

預金通帳・証書の管理 ▲

領収証用紙の保管・管理 ▲

有価証券の保管・管理 ▲

支払に関する証明 ◎ ○ △

取引銀行との約定 ◎ ○ ○ △

未払伝票（国際・学術情報課所掌分）

（３）国際・学術情報課所掌

（経営戦略課所掌（出納係分以外）分）

支出決議書（経営戦略課所掌（出納係）分）

支出決議書

▲
300万円以下（検収担当職員及び
検収補助者の物品検収以外）

（図書及び図書資料）に係るもの

③予定価格算出内訳書
（市場価格調査等含む）

▲

未払伝票（経営戦略課所掌分）

支出決議書（国際・学術情報課所掌分）



（注）最終決裁権者は◎、中間決裁権者○、合議者は●、起案者は△、実施者又は作成者は▲で示す。
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資金調達・運用

資金計画の作成 ◎ ○ ○ ○ △ ●

金融機関との取引開始・中止 ◎ ○ ○ ○ ○ △ ●

借入の決定 ◎ ○ ○ △ ●

有価証券の取得・処分 ◎ ○ ○ ○ ○ △ ●

物品及び固定資産の処分

棚卸し資産（評価を含む） ◎ ○ ○ △

少額資産（物品） ◎ △

固定資産 ◎ ○ ○ ○ ○ △ △ ●

固定資産の賃貸借

備品等の賃貸借 ◎ ○ △

土地・建物の賃貸借 ◎ ● ● ● ○ ○ △

調達関係

調達先の選定・廃止 ◎ ○ ● △

支払条件の決定・変更 ◎ ○ ● △


